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はじめに
本発表の位置づけ
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� 長野県飯田市は、1996年に「環境文化都市」の構想を立ち上げて以来、
低炭素な街づくりに向けた取り組みを推進している。

� 低炭素化に向けた取り組みの中でも、飯田市と市民の協動による市民
出資型発電事業については、再生可能エネルギーの普及・利用促進に
向けた先進的な事例として先行研究が取り上げられることが少なくない。

� 本発表では、長野県飯田市における市民出資型発電事業に加え、
地域の中核企業との協働によって運用している地域版環境マネジメン
トシステム「南信州いいむす21」の取り組み、そして精密機械産業等の

発展をもとに、航空宇宙産業を地域の産業競争力の向上に向けた
産業クラスター形成の取り組みまで捉えることで、地域内外の視点及
び様々なアクター間の視点から地域の持続性と社会イノベーションの
プロセスがどのように形成されていったのかを考察する。

長野県飯田市について
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出典：http://www.ii-s.org/v3info/2013/09/928.html

� 長野県の最南端に位置する飯田市
� 養蚕や水引などの伝統産業により発展
� 現在は、精密機械、電子等の産業が盛ん
� 「水引」 「りんご並木」「天竜川の川下り」・・・
� 「環境モデル都市」にも認定

世帯数 39,870世帯

人口 102,614人

飯田市のりんご並木長野県飯田市の位置

⻑野県の南部、伊那⾕に位置し､
天⻯川の中流域に位置する

出典： 長野県飯田市ＨＰ

焼肉店が多い街…飯田
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■焼き肉店が多い街ランキング
第1位 ⻑野県飯⽥市
第2位 北海道北⾒市
第3位 三重県松阪市

店舗数：iタウンページ
平成25年総務省 住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、
⼈⼝動態および世帯数
※⼈⼝1万⼈あたり
出典： 東洋経済ONLINE｢異常なほどに焼き肉店が多い街｣の真実
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飯田市の環境政策

『市民社会』

市民社会の協
働による市民出
資型発電事業

『産業社会』

地域中核企業と
の協働による低
炭素化の推進

• 市民出資型発電事業と、地域版環境マネ
ジメントシステムの両輪で運用されている
飯田市の低炭素型社会を目指す取り組み

• 市民出資型の発電事業に関する先行研
究は多数あり

• 地域の中核企業による南信州いいむす
21の取り組み（※先行研究：少ない）

近藤（2015）

飯田市における低炭素化推進のための環境政策

運営組織：「地域ぐるみ環境ISO研究会」

• 30前後の地域の中核企業+飯田市で構成されている。

• 従業員規模では7000人。

「南信州いいむす21」

• ISO14001の認証取得が困難な中小零細企業向け

• 初級・中級・上級・南信州宣言にレベル分けされている

• 「地域ぐるみ」で環境
問題に取り組む体制
の整備

• 他には見られない特
殊な運営体制
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飯田市の市民太陽光発電・省エネ事業に
関連する出来事
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1997 通産省（当時）のエコタウン事業
2001 住民による「おひさまシンポジウム」の開催

2004
環境省「環境と経 済の好循環のまちモデル事業」（通称「まほろば事業」）採択
NPO法人南信州おひさま進歩設立

2005 おひさま進歩株式会社
2007 公民館を地域運営組織のまちづくり委員会の中に位置づける
2009  飯田市「環境モデル都市」に選出おひさまファンド
2012 「地域エネルギービジネスコーディネート組織タスクフォース」設置
2013 「再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例」制定

「環境文化都市」構想の立ち上げ「21いいだ環境プラン策定」
生産の技術研究会発足

1997

気候変動枠組条約COP3@京都
通産省（当時）のエコタウン事業
エコタウン事業（・天竜川バレープロジェクト　・「エコサロン」の立ち上げ）
「地域ぐるみでISOに挑戦しよう研究会」発足

2000 「地域ぐるみ環境ISO研究会」に改称
2001 「南信州いいむす21」を創立
2004 環境省「環境と経済の好循環のまちモデル事業」（通称「まほろば事業」）
2009 飯田「環境モデル都市」に選出

1996

■市民社会： 市民太陽光発電・省エネ事業に関連する出来事

■産業社会：地域版環境マネジメントシステムの取り組みに関連する出来事

飯田市における社会イノベーションの定義、
並びに社会的受容性
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市民社会 産業社会

社会
イノベーション

日本初の市民出資型の太陽光発
電・省エネ事業の拡大による低炭
素型都市の形成

地域独自の環境マネジメントシステ
ムによる環境調和型の生産活動の
普及・拡大を推進する仕組みの形
成

技術的受容性 再生可能エネルギー技術の発展 環境調和型の生産技術の浸透

制度的受容性
低炭素指向の法律、制度（FIT、環
境モデル都市）

通産省（当時）のエコタウン事業

市場的受容性
電力買い取り価格、太陽光発電設
備価格

海 外 市 場 （ 特 に 欧 州 ） に お け る
ISO14001認証の必要性

地域の技術
太陽光発電システムの設置・維持・
管理技術

環境マネジメントシステムの構築、
審査、支援

地域の制度
地域レベルのエネルギー政策、補
助金、その他支援方策

飯田市が「南信州いいむす21」（地
域独自の環境マネジメントシステ
ム）を創設

地域の市場
地域における電力買い取り価格、
太陽光設備設置・維持・管理経費

グリーン調達方針による優遇

市民社会の取り組み
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おひさま進歩エネルギー株式会社
（旧飯田測候所）
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おひさま0円システム
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� おひさま進歩エネルギーは初期コスト0円で太陽光パネルが設置できるサービス
「おひさま0円システム」を提供
� パネル設置から9年間のパネル所有権はおひさま進歩エネルギーにあり、10

年目からパネル所有権を個人（住宅所有者）に移すというもので、初期コスト
は投資家から集めたファンドでまかなうというリース方式を採用している

おひさま発電所
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おひさま進歩エネルギー株式会社設立時に母体となったNPO法人南信州
おひさま進歩が、2004年に第一号の「おひさま発電所」を設置

明星保育園
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飯田市における社会イノベーション（市民社会）
社会イノベーション（市民共同発電事業の普及）

を巡る社会的受容性の変化
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地域レベルの受容性の変化

国レベルの受容性の変化

地域レベルの制度・技術・市
場面での変化

地域レベルの
社会イノベーションと普及

地域の関係者による協働

• 公共施設の長期屋根貸
• 市による固定価格買取

• 市との連携による信用力
アップ

• 地域金融機関の支援、等

後押し
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地域主体の再生可能エネルギー活用事業創出
のプロセスモデル（飯田の事例）

飯田市における市民出資型太陽光発電事業が創出されたプロセスは植物が発芽し実を
つけるまでの過程に例え、①種子期、②発芽期、③成長期、④結実期（確立期）、の４つ
段階を経ていることを確認

産業社会の取り組み
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地域ぐるみ環境ISO研究会
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南信州いいむす21

地域ぐるみ環境ISO研究会

環境マネジメントシステムの地域企業への
普及・展開
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中核企業による
改善活動の推進

地域企業への環境マネジメントシステム
のPDCAサイクルの普及・展開
※「地域ぐるみ環境ISO研究会」が下支え

地域版環境マネジメントシステムの構築
※南信州いいむす２１

事
業

者
数
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飯田市における社会イノベーション（産業社会）

19

1990年代

全
国
（マ
ク
ロ
）レ
ベ
ル

社
会
的
受
容
性

地
域
（ミ
ク
ロ
）レ
ベ
ル

社
会
的
受
容
性

飯田市

制度的受容性
気候変動枠組条約COP3＠京都（1997）

【凡例】 技術的受容性 市場的受容性 制度的受容性

制度的受容性
通産省（当時）
のエコタウン
事業（1997）

採
択

※エコサロンの
一環としての取り組みを契機協働の場

生産技術研究会
の発足（1996）
多摩川精機
オムロン飯田
平和時計（当時）

地域の制度
「環境文化都市」
構想の立ち上げ
「21いいだ環境
プラン」策定
（1996）

市場的受容性
ISO14001認証を
取得しない限りに
は海外市場（特
に欧州）から締め
出されてしまう

協働の場 協働ガバナンス

事業所の相互見学や
情報交換会から発展

発足メンバ全てが
ISO14001取得

協働ガバナンス
「地域ぐるみでISO
に挑戦しよう研究
会」発足（1997）
多摩川精機、飯田
市役所、他

（全6組織、事業所）

地域の制度
「南信州いいむす
２１」を創設
（2001）
地域独自の環境マ
ネジメントシステム

※南信州広域連合と
連携。地域企業等への
普及・展開を支援
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地域ぐるみ環境ISO研究会
事
業
者
数

2000年代 2010年代

協働ガバナンス
「地域ぐるみ環境
ISO研究会」に
改称（2000）

多摩川精機、飯田
市役所、他

※発足20周年

制度的受容性

飯田市「環境
モデル都市」に
選出（2009）

協働の場
エコタウン事業
（1997）

・天竜川バレー
プロジェクト
・「エコサロン」の
立ち上げ

他

制度的受容性
環境省「環境と
経済の好循環
のまちモデル
事業」（通称「ま
ほろば事業
（2004）

市

産

市 産

社会イノベーションの形成＝
社会的受容性の確立（1997）
地域独自の環境マネジメント
システムによる環境調和型の
生産活動の普及・拡大を推進

する仕組みの形成

地域の技術
自動車、精密
機械、等の環
境調和型の生
産技術の浸透
（供給先から
の要請）

飯田の地域独自の環境マネジメントシステムに関する
協働ガバナンス

20Emerson et al. (2012)を参考に作成

飯田市における
域内・域外への産業クラスター形成

• 近年は域外との航空宇宙産業クラスター形成に向けた取り組みに力を入れている
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飯田市の産業成長のあゆみ

• 飯田市は、環境モデル都市としての低炭素型の街づくりの推進とともに、
地域の産業成長に向けた取り組みを進めている
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産業成長（経済成長）と低炭素化をどのように
両立させていくかが今後の課題の一つ
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� 1996年に「環境文化都市」を宣言して以来、低炭素な街づくりに向けた取り組みを
推進している
� 「環境モデル都市」に選定（2009年）
� 「飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例」を制定

（2013年）
※ 太陽光や木質バイオマスの利用推進、小水力発電の事業化の支援等

� 地域の民間企業とも連携して、南信州地域における環境マネジメントシステムを構築
している
� 「地域ぐるみ環境ISO 研究会」の発足（1997年発足「地域ぐるみでISOへ挑戦しよう研

究会」を母体）
� 地域の中小企業向けの環境マネジメントシステム「南信州いいむす21」の構築・運用

環境モデル
都市の

取り組み

新産業成長
の

取り組み

� 精密機械産業等の発展をもとに、航空宇宙産業を地域の産業競争力の向上に向け
た取り組みを進めている
� 南信州・飯田産業センターによる「飯田航空宇宙プロジェクト」の推進
� 地域共同受注体制の構築に向けた「エアロスペース飯田」の設立
� 「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」と連動した地域内外の産業クラスター

の形成

� 地域企業による独自の新規製品企画・開発に向けた支援を推進している
� LED防犯灯開発プロジェクト
� マイクロ水力発電「すいじん３号」 等

市民・企業・
市が連携した
先進的な低
炭素まちづく
りを推進

地域主導型
の産業クラス
ター形成に向
けた活動

CO2

CO2

両者のギャップをどのように両立させるか

飯田市における産業成長のこれから
～脱炭素化に向けた次のステージへ～

• 産業クラスター形成の取り組みを推進している飯田市において、これまでの低炭
素型モデル都市の取り組みと、どのように整合性を図りながら持続可能な都市を
形成していこうとするのか？

24市民

・政策的な支援

・対象産業を牽引する
アンカー企業の有無

大学

飯田市 企業

・対象産業がカバーする
バリューチェーンの位置

産業
クラスター

低炭素型
モデル都市

飯田市では
産業成長（経済成長）と低炭素化を

どのように両立させようとしているのか

脱炭素化の流れを受け、
産官学の活動を梃子に
「次の２０年」に向けた
施策立案を模索

4



まとめ
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まとめ

• 「市民社会」「産業社会」の両面から地域レベルの受容性（制度、
技術、市場）を高めることが出来たことが、飯田市における地域レ
ベルの社会的イノベーション形成の重要なファクター
・・協働の場、協働ガバナンスが果たす役割の重要性

• 飯田市では、「市民社会」「産業社会」それぞれにおいて、イノベー
ターを含む各主要アクターが協働し、地方自治体（飯田市）がその
活動を下支えした
・・市民社会： おひさま進歩
・・産業社会： 多摩川精機

• パリ協定により世界は、低炭素から脱炭素へと動きつつある中、
飯田市においても産官学の連携による新たな街づくりのあり方を
模索

・・産業成長（経済成長）と低炭素化をいか両立させていくか
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